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１． １６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

(1)連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満切捨て）
売 上 高    営業利益 経常利益

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％
16年 3月期
15年 3月期

９２，００５     11.1
８２，７７９      3.1

２，４４１   △25.1
３，２５８    352.3

３

　　９４６　　　△47.6
１，８０８　　　　－

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益       

株主資本当
期純利益率

総　資　本
経常利益率

売　上　高
経常利益率

百万円　　　％ 円　銭 　円　銭 ％ ％ ％
16年 3月期
15年 3月期

６５４　   15.9
５６４　△ 24.3

４．５４
３．９２

―
―

３．５
３．１

　０．８
　１．５

１．０
２．２

(注)  ①持分法投資損益       　１６年３月期　△218 百万円 １５年３月期　△91 百万円
      ②期中平均株式数(連結) 　１６年３月期　143,979,764 株 １５年３月期　143,991,065 株
      ③会計処理の方法の変更　　　 有
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
16年 3月期
15年 3月期

１１３，３７５
１１２，４１３

１９，４８３
１７，９３９

１７．２
１６．０

１３５．３３
１２４．６０

(注) 期末発行済株式数(連結)　  １６年３月期　143,975,879 株　   １５年３月期　143,983,521 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

16年 3月期
15年 3月期

百万円
５，２９１
５，５０５

百万円
△１，２３６
△１，９３３

百万円
△４，７５７
△５，７２７

百万円
７，４０２
８，１８２

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　１４社　　　持分法適用非連結子会社数　０社　　　持分法適用関連会社数　３社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　(新規)　　１社　　(除外)　０社　　　　　持分法　(新規)　０社　(除外)　０社

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
中　間　期
通 　　 期

４５，０００
９３，０００

    ８００
２，０００

３００
８００

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）　 ５円５６銭

上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。

　なお、上記予想に関する事項は、添付資料５ページをご参照下さい。



企   業   集   団   の   状   況

MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

ば ね 事 業

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品

PRECISION SPRINGS CEBU,INC.    ※１

PRECISION SPRINGS MANILA,INC. ※１

寧波菱鋼精密部件有限公司 ※１

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製品 ・半製品

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 製品･原材料

特殊鋼鋼材事業 原

材

料

北海製鉄(株)  ※２  

機器装置事業

三菱長崎機工(株)  ※１

菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

そ の 他 の 事 業

菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社

菱鋼商事(株） 　　  ※１

当

社
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１．

［ ば ね 事 業 ］

当グループは、「企業競争力の強化」と「透明性の高い健全な経営」を重要課題と認識

し、収益向上のための構造改革及び各事業ごとの改善に取り組んでおります。各事業ごと

の重点施策は以下のとおりです。

自動車用ばねの新製品（Ｖ型ばね、高応力スタビライザ等）、建設機械用太巻ばねの拡販

及び板ばねの東南アジア生産の更なる拡大による収益改善を引き続き推進するとともに、

海外拠点への連携・支援活動を一層強化し顧客のグローバル化への対応を図ってまいりま

す。また、中国・フィリピン・タイにある海外子会社との連携を強化して、コスト競争力を

［特殊鋼鋼材事業］

製販一体となりコストの削減と受注内容の改善に努め収益拡大を図ってまいります。

発・商品化を進めてまいります。

向上し精密ばねモジュール製品の規模拡大と収益の向上を図ってまいります。

［ 素 形 材 事 業 ］

鋳鋼品・鍛鋼品は拡販及び子会社を含めた収益改善を引き続き進め、精密鋳造品は海

外移転（鋳造から機械加工までの一貫体制）による競争力強化を更に進めて事業の拡大

より一層の情報開示に努める所存であります。

経　　営　　方　　針

経営の基本方針及び重点施策

発・生産並びにマグネシウム合金のプレス品の開発・商品化に注力してまいります。

これら重点施策のもと、「選択と集中」を徹底して経営基盤の強化に邁進するとともに、

［ 機 器 装 置 事 業 ］

採算重視の営業展開により収益率の向上を図るとともに、鍛圧機械を中心に中国をはじめ

更に新規事業として携帯電話用内蔵アンテナなどのIT機器を中心とする電子部品の開

とする海外市場の開拓等により売上拡大を目指してまいります。

を図ってまいります。また、薄肉高級鋳鋼品や粉末シート等付加価値の高い新製品の開
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２．

３．

す。

１．

ながら法律面及び企業倫理面のチェックを適宜行い、法令遵守体制の強化に努めておりま

利 益 配 分 に 関 す る 基 本 方 針

利益配当につきましては、会社経営の最重要事項の一つと認識し、収益改善及び経営基盤

の強化を図り、長期的に安定した利益還元に努める所存であります。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況等

当社はコーポレート・ガバナンスの充実に向け、取締役会制度と監査役制度をより有効

に機能させることに重点をおいております。

取締役会については、意思決定の迅速化に努めるとともに、取締役のうち２名を社外取

品の開発、製品の高付加価値化等を推進し、企業体質の強化に努めてまいりました。

締役として経営監督機能の強化を図っております。当社は取締役会をグループ全体の戦略

意思決定の場と位置づけて、経営方針の審議を行っております。これに加え、取締役、事

生産が若干減少いたしましたが、トラックは排ガス規制の影響による新車買い替え需要に

支えられ生産が増加し、四輪車全体の生産台数は前年並みとなりました。また、建設機械

に進めてまいる所存であります。

経 営 成 績

当グループ関連業界におきましては、主要需要先である自動車業界では、乗用車は国内

業部長等で「経営会議」を組織し、取締役会で決議した基本方針に基づき、重要な業務の

執行についての対応を図っております。重要案件については顧問弁護士のサポートを受け

経営成績及び財政状態

業界では、中国向けを中心に輸出が増加したため、全体の需要は増加となりました。

このような情勢下におきまして、当グループといたしましては、数年来取り組んでいる

よる収益改善、精密鋳造品の海外移転及び設備増強による競争力の強化を図る一方、新製

共増収となったため、全体としては920億５百万円と、前期比11.1％の増収となりました。

当期の連結売上高につきましては、需要増を反映し、ばね・特殊鋼鋼材・素形材各事業

構造改革を更に推進いたしました。生産面におきましては板ばねの東南アジア生産拡大に

監査役については、監査役会で決められた監査の方針、業務の分担に基づきそれぞれ監

査を行い、グループ全体の監査の強化に注力しております。なお、監査役は取締役会、経

当期におけるわが国経済は、堅調な輸出に加え設備投資の増加等により、景気は緩やか

な回復基調で推移いたしました。

営会議等の重要会議へ出席しております。社外監査役は現在２名であります。

今後経営内容の透明性を高めるため一層の情報開示に努めるとともに、ホームページ上

で当社の経営状況を積極的にアピールし、株主・投資家の皆様に対するＩＲ活動を積極的
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上げが増加いたしました。その結果、ばね事業全体としての売上高は345億５千９百万円

［ 素 形 材 事 業 ］

と、前期比12.5％の増収となりました。

円と、前期比5.5％の増収となりました。

一般鋳造品及び精密鋳造品は、輸出向け建設機械部品、自動車用ターボ関連部品、建築

売上高は330億８千３百万円と、前期比18.1％の増収となりました。

工具部品等の好調を受けて売上げが増加いたしました。一般鍛造品及び精密鍛造品は、精

密機械加工品の需要が減少したことに伴い、売上げが減少いたしました。粉末製品は自動

車向けが堅調であったことと海外への拡販が実り売上げが増加いたしました。磁気製品は

ほぼ前年並みでありました。その結果、素形材事業全体としての売上高は150億４千３百万

［特殊鋼鋼材事業］

トラック排ガス規制の影響による新車買い替え需要に伴い、自動車向けが堅調に推移し、

建設機械とその関連顧客向けの需要も好調に推移した結果、特殊鋼鋼材事業全体としての

需要が堅調に推移したことに伴い売上げが増加いたしました。建設機械部品はほぼ前年

並みでありました。精密ばねは、ビデオカメラ用及び携帯電話用ヒンジの拡販により、売

［ ば ね 事 業 ］

セグメント別の状況につきましては以下のとおりです。

連結当期純利益は６億５千４百万円と、前期比９千万円の増益となりました。

自動車用ばねは、拡販活動及びトラック排ガス規制の影響による新車買い替え需要等に

伴い売上げが増加いたしました。建設機械用太巻ばねは、中国をはじめとした輸出向けの

方、固定資産処分益及び投資有価証券売却益により８億５千万円の特別利益を計上いた

しました。更に法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額を計上しました結果、

配当につきましては、前期と同様１株につき１円50銭を予定しております。

損益面におきましては、増収及びコスト改善効果がありましたものの、当期からたな卸資

産の評価方法を後入先出法から総平均法に変更したこと、並びに原材料、輸送費のコス

トアップと急激な円高の影響等により、連結経常利益は９億４千６百万円と、前期比

また、素形材事業の生産拠点の移転集約関連損失２千万円の特別損失を計上する一

８億６千２百万円の減益となりました。
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２．

また、総資産につきましては引き続き圧縮に努めておりますが、当期は投資有価証

券の時価評価額の上昇等により、前期末より９億６千２百万円の増加となりました。一方、

株主資本は利益剰余金及びその他有価証券評価差額金の増加により、前期末に比

べ15億４千４百万円増加いたしました。これにより、株主資本比率は17.2％と、前期末

比7.6％の増収となりました。

67億６百万円と、前期比15.4％の減収となりました。

財 政 状 態

益20億円、連結当期純利益８億円の見通しであります。

となり、また財務活動によるキャッシュ・フローは、財務体質改善のため引き続き有利子

負債の圧縮を推進したため47億５千７百万円の減少となりました。

その結果、キャッシュ・フロー全体として７億８千万円の資金の減少となりました。

(注)上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益は17億７千７百万

円、減価償却費43億４千８百万円等により52億９千1百万円を確保できました。

一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資等により12億３千６百万円の減少

［ 機 器 装 置 事 業 ］

鍛圧機械及び搬送機器等の機械品の伸長により、売上高は78億１千３百万円と、前期

［ そ の 他 の 事 業 ］

比1.2％の改善となりました。今後とも資産効率を高める施策を推進してまいります。

経営環境は依然厳しく予断を許さない状況が続くものと予想されます。

当グループといたしましては、引き続き企業体質の強化を図り収益向上に努めて

まいります。平成16年度の業績につきましては、連結売上高930億円、連結経常利

その他の事業は流通及びサービス業等でありますが、一部事業の撤退により売上高は

今後の見通しといたしましては、自動車・建設機械等関連業界の需要は引き続き堅調に推

移すると見込まれるものの、原材料の高騰や為替相場の変動等、当グループを取り巻く
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連 　結 　損 　益 　計 　算 　書

（単位：百万円）

（15.4～16.3） （14.4～15.3）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

法人税、住民税及び事業税

生産拠点の移転集約関連損失

当 期 純 利 益 654

法 人 税 等 調 整 額 1,024

少 数 株 主 利 益 141

投 資 有 価 証 券 評 価 損

564 90

△

税金等調整前当期純利益 1,777

△

2,006

投 資 有 価 証 券 売 却 益 833

特 別 損 失 20

経 常 利 益 946

特 別 利 益 850

営 業 外 収 益

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 218

支 払 利 息

1,919

628

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,603

営 業 利 益 2,441

営 業 外 費 用

571

34175

453

20

0

2311,546

1,378 △

453 453

363 343

903 883

固 定 資 産 処 分 損 0 86 86

209

584 249

0 17

57

固 定 資 産 処 分 益 17

641

561 △ 156

1,808 △ 862

405雑 損 失

1,3471,139 208

91 △ 127

14

1,844 △ 75

251雑 収 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金 159

265

817

425

16

395 30

143

9,043

△ 1,001

3,258 △

10,602

10,043

9,226

77,961 △売 上 原 価 68,918

科 目

前 期

売 上 高 92,005

営 業 費 用 89,564

対前期増減
期 別 当 期

△

82,779

79,521

固定資産処分損引当金戻入額 △ 570
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連 　結 　貸　 借 　対　 照 　表

（単位：百万円）

（１６．３．３１） （１５．３．３１）

112,413 962資 産 合 計 113,375

貸 倒 引 当 金 △ 381 △ 392 11

そ の 他 6,198 6,842 △ 644

繰 延 税 金 資 産 849 710 139

長 期 貸 付 金 785 464 321

投 資 有 価 証 券 13,304 11,666 1,638

19,291 1,465投 資 そ の 他 の 資 産 20,756

△ 71無 形 固 定 資 産 219 290

そ の 他 624 681 △ 57

建 設 仮 勘 定 493 233 260

土 地 6,539 6,539 0

機械装置及び運搬具 19,763 22,019 △ 2,256

建 物 及 び 構 築 物 15,148 15,841 △ 693

有 形 固 定 資 産 42,568 45,314 △ 2,746

64,896 △ 1,353固 定 資 産 63,543

貸 倒 引 当 金 △ 14 △ 37 23

そ の 他 2,437 1,831 606

繰 延 税 金 資 産 773 589 184

た な 卸 資 産 13,806 14,457 △ 651

0

受取手形及び売掛金 25,053 22,134 2,919

有 価 証 券 99

8,530 △ 766

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 49,831

現 金 預 金

2,315

7,764

（ 借 方 ）

期 別 当 期 前 期
対前期増減

科 目

47,516
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連 　結 　貸 　借 　対　 照 　表

（単位：百万円）

（１６．３．３１） （１５．３．３１）

その他有価証券評価差額金

負債、少数株主持分及び資本合計 113,375

△ 2

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 1,173

資 本 合 計 19,483

0

資 本 剰 余 金 893 893 0

7,200 7,200

1,944 △ 21少 数 株 主 持 分 1,923

そ の 他 9

役員退職慰労金引当金 240

112,413

1,54417,939

962

11 △

265

887 △ 286

1,394

△自 己 株 式

10,46910,907

1,659

△

利 益 剰 余 金 438

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

（少数株主持分）

△ 56191,967 92,528負 債 合 計

50 △

58

41

2471,078

1,4403,012

△298

退 職 給 付 引 当 金

1,325

4,452

繰 延 税 金 負 債

6,670

5,08217,667 12,585

17,025

長 期 借 入 金

固 定 負 債 23,695

3,624 1,086△そ の 他 4,710

294434未 払 消 費 税 等 140

845645

短 期 借 入 金

1,490

△

未 払 法 人 税 等

42,818

19,904

△

9,48552,303

7,23075,502

2,35717,547支払手形及び買掛金

68,272流 動 負 債

前 期
対前期増減

（ 貸 方 ）

（ 負 債 の 部 ）

期 別 当 期

科 目
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（単位：百万円）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（利益剰余金の部）

連  結  剰  余  金  計  算  書

当 期 前 期期 別

科 目 (15.4～16.3) (14.4～15.3)

893

564

654 564

654

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

893

893893

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

0215

利 益 剰 余 金 増 加 高

2215

連結子会社減少に伴う減少高

配 当 金

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

10,907 10,469

10,469

0

9,907

2
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（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益

減価償却費

貸倒引当金の減少額

受取利息及び受取配当金

支払利息

為替差損益

持分法による投資損失

投資有価証券売却益及び評価損

固定資産処分損益

生産拠点の移転集約関連損失

固定資産処分損引当金戻入額

売上債権の増加額

たな卸資産の増減額

仕入債務の増加額

その他

小　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

固定資産処分費用の支払額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増加額

有価証券及び投資有価証券の取得による支出

有価証券及び投資有価証券の売却による収入

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入

貸付けによる支出

貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

長期未払金の返済による支出

少数株主への株式の発行による収入

配当金の支払額

少数株主への配当金の支払額

自己株式の取得による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物の期首残高

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物の期末残高

Ⅵ 8,182

8,182 △ 780Ⅷ 7,402

Ⅲ 

Ⅶ 0 △

2,266 1,486

4 4

10,453 △ 2,271

Ⅴ △ 780 △

△

Ⅳ △ 77 △ 111 34

4,757 △

70△ 169

5,727 970

△ 213

△ 99

0

327

△ 25

△ 213

0 25

△ 43 △ 370

△ 281

8,450

△ 5,620 △ 5,339

6,950

△ 7,230 △ 1,372

1,500

697

△ 5,858

△

340

△ 1,236 △ 1,933

163 294

△ 508 △ 168

457

△

29

△ 2,370

141 112

△ 67△

667

660

2,303

△ 627 △ 1,294

1,983 1,323

43△ 17 △ 60

2145,505 △

Ⅱ 

5,291

△ 772

0

△ 1,288 △ 516

981

3

226

△ 981

154 151

△ 1,120 △ 1,346

△ 654

1,112

7,545 8,199

△ 878

2,534 1,604

530 △ 1,775

57

1,990

2,305

930

△ 57

△ 3,086 △ 798

△ 103

△ 1 0 △ 1

△ 2,288

0

△ 6765

14 117

△ 855

△ 2

△ 730

16

127

△ 125

7 △ 9

218 91

△ 208

△ 159

1,139 1,347

△ 16

△ 10

△ 22

△ 143

4,348 4,358

△ 33 △ 11

231

科 目 (15.4 ～ 16.3)

Ⅰ 

1,777 1,546

連結キャッシュ・フロー計算書

当 期 前 期期 別
対前期増減

(14.4 ～ 15.3)
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

連結の範囲
連結子会社 14社、 MSM CANADA INC.、MSM US INC.

プレシジョンスプリング㈱
PRECISION SPRINGS CEBU,INC.
PRECISION SPRINGS MANILA,INC.
MSM (THAILAND) CO.,LTD.     　　
三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱
三菱長崎機工㈱

（新規）寧波菱鋼精密部件有限公司
ほか５社

持分法の適用
持分法適用会社 3社、 北海製鉄㈱

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS
HOLDINGS UK LIMITED

CROFT PROPERTIES HOLDINGS,INC.

連結子会社の事業年度等

寧波菱鋼精密部件有限公司（決算日12月31日）

会計処理基準
重要な資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法による原価法

その他有価証券
期末日の市場価格等に基づく時価法

移動平均法による原価法

重要な減価償却資産の減価償却の方法
主として定額法
定額法

重要な引当金の計上基準

認可を受けた。

債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生

の翌期から費用処理している。
なお、当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付企業

年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成

会計基準変更時差異は15年による均等額を費用処理し、未処
理額は 5,072百万円である。
過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により費用処理している。
数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生

… 期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

退 職 給 付 引 当 金 … 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付

つ い て は 個 別 に 回 収 可 能 性 を 検 討 し 、 回 収 不 能 見 込
額を計上している。

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

無 形 固 定 資 産 …

(3)
貸 倒 引 当 金

15年11月25日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の

(1)
た な 卸 資 産 …

していると認められる額を計上している。

有 価 証 券

時価のあるもの

(2)
有 形 固 定 資 産 …

連結子会社のうち、決算日が連結決算日（３月31日）と異なる会社は次のとおりであり、連結財務諸表を
作成するにあたっては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用している。なお、連結決算日との間

円増加し、税金等調整前当期純利益は536百万円減少している。

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

なお、当期より、たな卸資産の評価方法を主として後入先出法による原
価法から総平均法による原価法に変更した。
この変更により、従来の方法によった場合と比べ、売上原価は536百万

1.

2.

3.

4.

平均法により算定）
時価のないもの

…
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

…
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重要なリース取引の処理方法

その他連結財務諸表作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理方法

連結子会社の資産及び負債の評価

連結調整勘定の償却

利益処分項目等の取扱い

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

5.

6.

時の損益として処理している。
連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却によっている。但し、金額が僅少な場合は、発生

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっている。

8.
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

7.
連結剰余金計算書のうち利益剰余金の部は、連結会社の利益処分（損失処理）について、

当期中に確定した利益処分（損失処理）に基づいて作成している。

代行部分に係る退職給付債務の消滅及びこれに伴う損益の

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

認識は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日
本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第44－2項に
基づき、次期以降における厚生年金基金の代行部分の返還の
日に行うこととしている。

(5)

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

(4)
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 百万円 百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金

現金及び現金同等物 7,402 8,182

△ 362 △ 348

1.

当期末 (16年３月31日） 前期末 (15年３月31日）

7,764 8,530

保 証 債 務 等 971 1,296

【連結キャッシュ・フロー計算書注記】

減 価 償 却 累 計 額 45,785 41,984

受 取 手 形 割 引 高 404 223

86

【連結貸借対照表注記】

摘 要 当期末 (16年３月31日） 前期末 (15年３月31日）

固 定 資 産 処 分 損 土 地 の 売 却 損 ほか

特 別 損 失 の 主 な 内 訳

特 別 利 益 の 主 な 内 訳

固 定 資 産 処 分 益 借 地 権 の 売 却 益 17

【連結損益計算書注記】

摘 要 当 期 (15.4 ～ 16.3 ） 前 期 (14.4 ～ 15.3 ）
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1.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1)

(2)

計

Ⅱ

（単位：百万円）

Ⅰ

(1)

(2)

計

Ⅱ

減 価 償 却 費

2,37388 19 2,373 0資 本 的 支 出 533 1,710 21

453

資産、減価償却費及び

資 本 的 支 出

資 産 39,324 14,785 35,223 12,158

3,2583,268132

又は振替高

79,521

営 業 利 益 1,392 658 630

セグメント間の内部売上高

消 去 又
連     結

事     業 事     業 事     業 事      業 事      業 は 全 社

0 1,820

前期 （平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

摘　  　　　  　　　要
ば     ね 素 形 材 特殊鋼鋼材 機器装置 その他の

計

資産、減価償却費及び

104,927

資 本 的 支 出 640 544 203 85 346 1,820

14,973 12,380 4,669

資 本 的 支 出

資 産 38,106 34,797

2,439 1 2,441203 △ 22

(5,213) 89,564

営 業 利 益 888 437 933

又は振替高 6 175 2,241

セグメント間の内部売上高

事      業 事      業 は 全 社

売 上 高 及 び 営 業 損 益

ば     ね 素 形 材 特殊鋼鋼材

事     業 事     業 事     業

4,358259 59 4,358 01,919 503 1,616

6,358106,0544,562 112,413

営 業 費 用 29,332 13,597 27,390 6,809 7,803 84,933 (5,412)

(9)

7,263 7,935 82,77988,201 (5,422)30,725 14,256 28,021

92 380 2,158 5,422 (5,422) 055 2,735

82,7797,207 5,200 82,779外部顧客に対する売上高 30,632 13,876 25,862

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高

113,375

減 価 償 却 費 1,847 587 1,605 224 83 4,348 0 4,348

8,448

営 業 費 用 33,671 14,606 32,150 7,610 6,739 94,777

92,0057,813 6,716 97,217 (5,211)34,559 15,043 33,083

2,787 5,211 (5,211) 01

92,0057,812 3,928 92,005外部顧客に対する売上高 34,553 14,868 30,842

連     結

セ   グ   メ   ン   ト   情   報

売 上 高

機器装置 その他の 消 去 又
計

事業の種類別セグメント情報

当期 （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

摘　  　　　  　　　要
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(注) 1.

2.

3.

4.

5. 会計処理の方法の変更

（当期）

海上運送、貨物自動車運送、倉庫 ほか

搬 送 装 置 、 計 装 機 器

鍛圧機械、一般産業機械及びプラント、鉄構品、磁選機
機器装置事業

そ の 他 の 事 業

減 価 償 却 費 及 び 資 本 的 支 出 に は 、 長 期 前 払 費 用 と 同 費 用 に 係 る 償 却 費 が 含 ま れ て い る 。

全 社 資 産 の 内 訳

当 期 及 び 前 期 に お け る 資 産 の う ち 、 ｢ 消 去 又 は 全 社 ｣ の 項 目 に 含 め た 全 社 資 産 の 金 額 は

9,665 百 万 円 及 び 7,976 百 万 円 で あ り 、 そ の 主 な も の は 長 期 投 資 資 金 （ 投 資 有 価 証 券 ほ

か ） 等 で あ る 。

事 業 区 分 の 方 法

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の事業部門及び連結子会

前記の事業区分に属する主要な製品

事 業 区 分 主 要 製 品 名

ば ね 事 業

素 形 材 事 業

社の事業内容を基礎として決定した。

板ばね、巻ばね、ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、精密ばね、超合金ばね

各種自動車部品・用品、ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

各種ヒンジ類、精密ばねﾓｼﾞｭｰﾙ製品、ｺｲﾙﾄ ﾞｳｪｰﾌ ﾞｽﾌ ﾟ ﾘﾝｸ ﾞ、防振装置

精密鍛造品、特殊合金素材及び同加工品、永久磁石（鋳造・圧延）

特殊鋼鋼材事業

一般鋳造品、精密鋳造品、各種金型及び同素材、精密機械加工品、一般鍛造品

磁石応用部品、特殊合金粉末、同微粉末

棒鋼（構造用合金鋼・機械構造用炭素鋼・ばね鋼・工具鋼・非調質鋼・快削鋼ほか）、鋼材加工品

利 益 は 同 額 減 少 し て い る 。

「 連 結 財 務 諸 表 作 成 の た め の 基 本 と な る 重 要 な 事 項 」 に 記 載 の と お り 、 当 期 か ら 主 要 な

たな卸資産について評価方法を変更している。

この変更によ り 、従来の方法によった場合と比較し、当期の営業費用は、ばね事業が 114 百

万 円 、 素 形 材 事 業 が 2 百 万 円 、 特 殊 鋼 鋼 材 事 業 が 419 百 万 円 そ れ ぞ れ 増 加 し 、 営 業
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2.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) ―

(2)

計

Ⅱ

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) ―

(2)

計

Ⅱ

(注) 1.

2.

(1) 北米 アメリカ、カナダ

(2) アジア フィリピン、タイ、中国

3. 会計処理の方法の変更

（当期）

4.

売 上 高 及 び 営 業 損 益

連     結
は 全 社

アジア 計
消 去 又

北米

売 上 高

外部顧客に対する売上高 86,198 92,005

2,373

92,005

セグメント間の内部売上高

364 5,443

3,058 (3,058) 0

95,063 (3,058) 92,0057,816

89,56492,606 (3,042)7,471

2,441345 2,457 (16)288

113,3755,938 110,044資 産 97,983 6,122 3,330

営 業 利 益 1,823

営 業 費 用 85,059

364

日 本 以 外 の 区 分 に 属 す る 国

………

日本 北米

1,129

営 業 利 益

76

所 在 地 別 セ グ メ ン ト 情 報

日本

国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

又 は 振 替 高 685 0

当 期 （ 平 成 １ ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

前 期 （ 平 成 １ ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

86,883

アジア 計
消 去 又

連     結
は 全 社

82,779 82,779

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高

外部顧客に対する売上高 76,266

セグメント間の内部売上高

1,124 5,388

又 は 振 替 高 595 4 1,270

(1,870)

1,870 (1,870) 0

82,779

営 業 費 用 75,376 85 5,926 81,389 (1,868) 79,521

76,861 6,658 84,649

3,2601,484 1,043

こ の 変 更 に よ り 、 従 来 の 方 法 に よ っ た 場 合 と 比 較 し 、 当 期 の 営 業 費 用 は 、 日 本 が 536

(2) 3,258

109,902 2,511 112,413

731

収益のうち同社に属する部分を売上高として計上している。

百万円増加し、営業利益は同額減少している。

北米においては、連結子会社を通じてばね合弁事業に対する投資を行っており、合弁事業の

資 産 97,473 6,810 5,618

………

「 連 結 財 務 諸 表 作 成 の た め の 基 本 と な る 重 要 な 事 項 」 に 記 載 の と お り 、 当 期 か ら 主 要 な

たな卸資産について評価 方法 を変 更している 。
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3.

（単位：百万円）

（単位：百万円）

(注) 1.

2.

(1) 北米 ……… アメリカ、カナダ

(2) アジア ……… フィリピン、タイ、韓国 ほか

(3) その他 ……… 欧州、オセアニア ほか

3.

Ⅱ 連 結 売 上 高 82,779  

Ⅲ
連結売上高に占める

3.2  12.7  0.1  16.0  
海外売上高の割合 (％ )

その他 計

I 海 外 売 上 高 2,608  10,534  129  13,271  

前 期 （ 平 成 １ ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

北　　米 アジア

海 外 売 上 高

当 期 （ 平 成 １ ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

北　　米 アジア

I 海 外 売 上 高 1,395  8,845  

0.5  11.6  
海外売上高の割合 (％ )

その他 計

427  10,668  

各 区 分 に 属 す る 主 な 国 又 は 地 域

国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

Ⅱ 連 結 売 上 高 92,005  

Ⅲ
連結売上高に占める

1.5  9.6  
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リ　 　ー 　　ス　　 取　 　引

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

同 左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

同 左

5.

ﾘｰｽ料総額とﾘｰｽ物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分につい

4.

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

計 1,216

51

ては、利息法によっている。

(3) 支 払 利 息 相 当 額

(2) 減価償却費相当額 515

(1)

3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

1,013
機械装置及
び 運 搬 具

2. 未 経 過 ﾘ ｰ ｽ 料 期 末 残 高 相 当 額 2. 未 経 過 ﾘ ｰ ｽ 料 期 末 残 高 相 当 額

そ の 他 248 102

機械装置及
び 運 搬 具

ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

4,437 2,990

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

期末残高
相当額

1,447

前 期 （ 14.4 ～ 15.3 ）

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

科 目 科 目

認 め ら れ る も の 以 外 の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取 引 認 め ら れ る も の 以 外 の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取 引

1. ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却 1.

当 期 （ 15.4 ～ 16.3 ）

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

支 払 ﾘ ｰ ｽ 料 597 (1)

減価償却費相当額 642

753 1,170

支 払 ﾘ ｰ ｽ 料 746

計 1,708

(2)

１ 年 超 １ 年 超

１ 年 内 463 １ 年 内 538

1,116

131

計 4,742 3,164 1,578

そ の 他 305 174

計 3,769 2,653

3,521 2,507

145

5.

75支 払 利 息 相 当 額(3)

4.
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関 連 当 事 者 と の 取 引

該  当  事  項  な  し。

税  　効　  果　  会　  計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳 主な原因別の内訳

百万円 百万円

退職給与引当金損金 退職給与引当金損金

算入限度超過額 算入限度超過額

貸倒引当金損金算入 貸倒引当金損金算入

限度超過額 限度超過額

その他有価証券評価差額 その他有価証券評価差額

その他有価証券評価差額 その他有価証券評価差額

固定資産圧縮積立金 固定資産圧縮積立金

投資その他の資産（出資金） 投資その他の資産（出資金）

繰延税金資産の純額 297 繰延税金資産の純額 221

繰 延 税 金 負 債 合 計 4,610 繰 延 税 金 負 債 合 計 3,888

3,331

384 369

そ の 他 0 そ の 他 1

3,083

繰延税金負債 繰延税金負債

1,141 187

繰 延 税 金 資 産 小 計 4,949

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,907

評 価 性 引 当 額 △ 41

1,738

未 払 事 業 税

120

0 4

130 59

1,532

税務上の繰越欠損金

1,105

未 払 事 業 税

当 期 ( 平成16年3月31日現在 ) 前 期 ( 平成15年3月31日現在 )

1. 1.

繰延税金資産 繰延税金資産

役員退職慰労金引当金 97

113

固 定 資 産 処 分 損

税務上の繰越欠損金

499

繰 延 税 金 資 産 小 計

306

そ の 他 459

440未 払 費 用

436 561

役員退職慰労金引当金

122

固 定 資 産 処 分 損 1,543

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,110

未 払 費 用

そ の 他

4,324

△ 214評 価 性 引 当 額
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有　　　 価　　　 証　　 　券

Ⅰ. 当　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成16年３月31日現在）

（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価のない有価証券（平成16年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,077

0864

合 計 1,077

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

種 類 連結貸借対照表計上額

536 △934

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売却損の合計額

546

397

債 券 9 9 0

株 式

株 式 4,068 7,271 3,203

4,068

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

1,971

944

5,012

小 計

合 計

△

7,818

397

2,805

小 計 3,2037,271
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Ⅱ. 前　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成15年３月31日現在）

（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価のない有価証券（平成15年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

デ　リ　バ　テ　ィ　ブ　取　引

ヘ ッ ジ 会 計 を 適 用 して い る ため 記載 して お り ませ ん 。

1,081

99

売 却 額

0債 券

1,221

取得原価を超えないもの

株 式 2,904

差 額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

種 類 取 得 原 価

小 計

連結貸借対照表計上額

4,125

連結貸借対照表計上額が

1,833 △ 770

2,613

株 式 2,603

合 計 1,081

1,265 584

種 類 連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く）

1,843

0

売 却 益 の 合 計 額 売却損の合計額

小 計

合 計

1,221

5,518 5,968 450

2,904 4,125

△ 770
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Ⅰ．当　期

1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注） 1．
2．

3． 退職給付費用
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）

（注1）

（注） 1．
2．

4． 退職給付債務等の計算の基礎

2.5％
3.5％

いる。）

15年

9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

（５） 数理計算上の差異の費用処理額 1,292

（３） 期 待 運 用 収 益 率
（４） 過 去 勤 務債 務の 額の 処理 年数

9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生
の翌期から費用処理している。）

（６） 会計基準変更時差異の処理年数

（５） 数 理 計 算上 の差 異の 処理 年数

（７） 2,612退職給付費用（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）＋（６）

11,716

（７） 退職給付引当金（3）＋（4）＋（5）＋（６） 4,452
△ 2,237（ 債務の減額 ）

（1） 退職給付見込額の期間配分方法 期 間 定 額 基 準
（２） 割 引 率

厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。
簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上している。

（４） 461会計基準変更時差異の費用処理額

（６） 過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △ 169

（３） △ 650期 待 運 用 収 益
（２） 964利 息 費 用
（1） 勤 務 費 用 714

厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。

（４） 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額
（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異
（６） 未 認 識 過 去 勤 務 債 務

5,072
（３） △ 19,003未 積 立 退 職 給 付 債 務 （ 1 ） ＋ （ 2 ）

△ 39,497退 職 給 付 債 務
（２） 20,493年 金 資 産

一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

退　　　 職　　　 給　　 　付

採用している退職給付制度

（ 平 成 16 年 ３ 月 31 日 現 在 ）

当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。
国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。
なお、当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成15年11月25日に厚
生労働大臣から、将来分支給義務免除の認可を受けた。

（1）
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Ⅱ．前　期

1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注） 1．
2．

3． 退職給付費用
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）

（注1）

（注） 1．
2．

4． 退職給付債務等の計算の基礎

2.5％
3.5％

いる。）

15年

以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生
の翌期から費用処理している。）

（６） 会計基準変更時差異の処理年数

以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

（５） 数 理 計 算上 の差 異の 処理 年数 9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

期 間 定 額 基 準
割 引 率

（３） 期 待 運 用 収 益 率

（７） 2,343退職給付費用（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）＋（６）
（６） 過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △ 137

3,012

（２）

（４） 過 去 勤 務債 務の 額の 処理 年数 9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

（1） 退職給付見込額の期間配分方法

厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。
簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上している。

（７）

（５） 945数理計算上の差異の費用処理額
（４） 461会計基準変更時差異の費用処理額
（３） △ 794期 待 運 用 収 益
（２） 利 息 費 用 977

一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

（1） 勤 務 費 用 890

厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。

（６） △
△

未 認 識 過 去 勤 務 債 務 （債務の減額 ）
退職給付引当金（3）＋（4）＋（5）＋（６）

1,497
（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 14,121
（４） 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額 5,533
（３） 未 積 立 退 職 給 付 債 務 （ 1 ） ＋ （ 2 ） △ 21,169

39,876
（２） 年 金 資 産 18,706

（ 平 成 15 年 ３ 月 31 日 現 在 ）

（1） 退 職 給 付 債 務 △

採用している退職給付制度
当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。
国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。
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